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研究要旨 

がん患者、家族、医療従事者、研究者にとって歴史的な法制「がん登録推進法」が衆議

院で可決された。この法律に基づき全国がん登録が整備され、既存の都道府県レベルでの

地域がん登録を全国で集計する仕組みが有効に悉皆性を高めて行われていくと期待され

る。人口 620 万人の千葉県は、2000 年以降、死亡統計のベースでがん死亡率の 6-7％がコ

ンスタントに県外で死亡されている。罹患統計データベースではさらに高い比率の患者が

東京都等へ越境受診している実態が推測されている。この背景には、関東一円をカバーす

る医療圏がすでに形成されていることを意味し、県境を越えた医療圏に対応した地域がん

登録のクラスター化が必要である。がん登録の精度を向上には診断情報と予後情報が重要

であり、正確な罹患統計、生存統計に不可欠である。さらに登録を受診医療機関のある側

の登録室が実施し、追跡を患者住所地側の登録室が分業することにより、少なくとも医療

県内で連携した長期の広域での予後追跡を行うことが重要と考えられた。今後、広域で精

度の高いがん登録の実現を念頭に置き千葉県をモデルに、がん登録の有効な活用法を検討

していきたい。 

 

Ａ．研究目的 

平成 25 年 12 月、がん患者、家族、医療

従事者、研究者にとって歴史的な法制「が

ん登録推進法」が衆議院で可決され、平成

27 年度には施行見込みである。この法律に

基づき全国がん登録が整備され、既存の都

道府県レベルでの地域がん登録を全国で集

計する仕組みが有効に悉皆性を高めて行わ

れていくと期待される。平成 29 年にも全国

がん登録データが得られる。このことで県

境を越えて越境して診療を受けるがん患者

や他県の施設で死亡される患者の把握につ

いての糸口が開かれる。東京都下には、都

道府県がん診療連携拠点病院として東京都

立駒込病院、がん研有明病院と地域がん診

療連携拠点病院 22 施設に加え、東京都認定

がん診療病院 10 施設、そして国立がん研究

センター中央病院と高度ながん診療機能を

有する病院が集中している。その医療圏は

関東域内にとどまらず、静岡・山梨・新潟・

福島を含む広域の医療圏を形成し、交通網

の充実によりさらに拡大する傾向を示しな

がら広域な医療圏を形成している。 

この県境を越えて受療する患者は、地域

がん登録においては登録漏れとなって罹患

率計測の精度を低下させている。さらに追

跡不能症例が増加する結果、生存率の計測

制度も低下させる。 

本研究では把握の容易な死亡症例を解析

して 2000 年代のがん患者の受療の動向を

解析する。さらに広域の医療圏にがん登録

が対応するために必要な仕組みを考察する。 
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Ｂ．研究方法 

千葉県がん登録資料を用い、診断年が

2000 年から 2011 年のがん患者について、

県外医療機関で死亡診断書が作成された件

数を都道府県別に集計する。 

 

Ｃ．研究結果 

集計結果を次頁表 1に示す。千葉県のが

ん死亡数は 2000 年の 11,881 人から 2011

年には16,414人と当初比138％に増加して

いる。この間県外死亡数は 842 人(7.1％)

から 951 人（5.8％）と低下した。年によっ

て増減はあるものの低下傾向を示している

と言える。千葉県の場合、2000 年からの累

計における県外死亡の割合では東京都が

69.8％を占め、次いで茨城県が 12.2％、埼

玉県が 7.5％、 神奈川県が 3.6％を占めて

いる。この 4都県で 93.1％と大半を占めて

いる。県外死亡に占める東京都の比率は

2000年が72.3％に対し2011年は65.2％と

低下傾向にあり、全体の死亡者数に対する

割合も 4％を切ったものの依然高い比率を

維持している。 

 

Ｄ．考察 

千葉県は高度ながん診療機能を有する病

院が集中する東京都に隣接し、生活圏が東

京都となっている住民が多い。このためが

ん医療に関する東京都への依存度が高い。

比率は低下傾向にあるものの、死亡ベース

で 6～7％が都内の医療機関で死亡診断さ

れている。罹患ベースでは、この 4～5倍、

25～30％が都内の医療機関で診療を受けて

いると推測される。これはがん医療を提供

するリソースの規模が大きいこと（マグネ

ット医療機関）と生活圏が東京都を中心と

することで、がん診療においても関東一円

が東京都を中心とするがんの広域医療圏を

形成していることを示すものである。さら

に東京都での死亡者数が減っていることは、

核家族化、独居高齢者の増加に伴い親族の

居住地で診療を受ける患者の増加、安価な

老人福祉施設を求めた移動等の社会的要因

も考慮する必要があり、医療圏間の連携も

今後重要となるものと考えられる。 

医療圏広域化への対応については千葉県

に隣接した東京都と埼玉県ががん登録事業

を開始したことよりがん登録情報の移動と

共有に関する打ち合わせ協議を実務者レベ

ルで開始し、連携が開始されつつある。患

者住所地と異なる自治体医療機関を受診し

たがん患者情報の移送に関する検討を行っ

たが、長期の予後追跡には移送のみでは不

十分である。図 1に長期予後の把握を目的

にした情報共有の概念図を示す。 

 

図 1 

 

地域のがん罹患率の把握のためには他県

医療機関を越境して受診するがん患者の診

断情報を移送することが必要である。この

際医療機関側では生存率といった形で治療

成績を評価するために他県の患者の予後情

報が欲せられている。患者の生存確認には
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住所地の役場住民課への住所確認を行うが、

新住民台帳法施行後、確認に応じない市町

村窓口が増加してきており、特に他県の医

療機関の紹介への対応は自治体ごとに独自

の判断が取られている。地域がん登録でも

同様に、県庁担当部署より公的な手続によ

り照会されるが、政令市を含む市町村によ

っては照会できない場合がある。 

このような事情から図 1の概念図の通り、

がん患者の他県医療機関への受診の場合、

登録を受診医療機関のあるがん登録が行い、

予後照会を患者住所地のあるがん登録が実

施すること、そして照会結果を共有のデー

タベースにおくことにより予後照会の問題

が解決可能になる。さらに予後情報照会デ

ータベースを相互に最新の情報に更新する

ことにより、例えば住所地の移動があった

後もデータベースを利用しより精度の高い

長期のがんに関する罹患および予後情報の

取得が可能となる。 

長期にわたる個人情報の管理については、

マイナンバー法の検討やがん登録の法制化

に伴い、政府レベルでも討議がされており、

未だ解決すべき問題が残るものの、電子情

報としての医療情報の管理として解決され

るものと考えられる。データベース化によ

り広域の追跡等に有用な情報を提供できる

可能性があり、広域化とともに、がん登録

も従来の都道府県の枠を超えてクラスター

化する方向性、さらに全国レベルでの連携

をめざずことが全国がん登録の法制化とそ

の施行が行われる中、今後の課題そして期

待として考えられる。 

 

Ｅ．結論 

千葉県では、2000 年以降、死亡統計ベー

スでがん死亡の 6～7％が県外で死亡して

おり、罹患率ベースではさらに高い比率の

患者が越境受診している実態が推測され、

東京都を中心とする医療圏の広域化が背景

にあると考えられた。広域化する医療圏に

対応するためには少なくとも全国がん登録

の施行による予後情報等が全国で共有され

るようになるまでの期間、地域がん登録を

都道府県レベルからさらに広域のクラスタ

ー化して事業を進めることの必要性が示唆

され、さらに登録受信機関のある側の登録

室が実施し、追跡を患者住所地側の登録室

が分業することにより、長期広域の予後追

跡を行うことが有用であることを考察した。

また、全国がん登録が、この問題を最終的

に解決するものと期待している。 

 

Ｆ．健康危険情報  

該当する健康危険情報はない 
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